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第１章 林業における経営及び雇用の動向に関する事項  

 

 １ 林業を取り巻く情勢                                

 森林は県土面積の約７４％を占め、木材等の林産物の供給とともに水源のかん養、

国土の保全、快適な森林空間の提供、地球温暖化防止、生物多様性の保全など、様々

な公益的機能を有し、県民にとってかけがえのないものとなっている。 

  しかしながら、森林を守り支える山村において過疎化、高齢化や世代交代・不在村

化が進行するとともに、木材価格が昭和５０年代の１／３程度となる中、造林費・苗

木代など経費の負担などから、森林所有者の財産としての森林の保有や管理意識が薄

らいでおり、健全で多面的な機能を発揮する森林を育成するために不可欠である間伐

等施業の実施が遅れている。 
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  県下の民有林は人工林が５４％を占め、構成としては戦後の拡大造林期に植栽され

た１１齢級（５１年生から５５年生）前後が最も多く、木材資源としての利用期を迎

えている。 

  県では従来から造林事業等で森林施業の促進を行っており、近年は間伐材の搬出支

援等により搬出間伐の割合が増加傾向にあり、平成２５年度では７１％を占めている。 

 しかし、効率的な林業生産活動に必要な林道網の密度は、平成２６年度時点で 

４．７ｍ／ha と目標の約４割にとどまっている。一方、作業道の開設延長は、平成

２１年度以降飛躍的に増加している。 

 

                      

鳥取県林業統計より 
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 今後も、林業の採算性を向上させ、森林所有者等の施業意欲を高めるためには、作

業道などの生産基盤を計画的・加速的に整備しつつ、森林組合等の林業事業体への施

業の集約化を図るなど、伐採・集材等の木材生産に係るコストを削減し、収益の確保

と持続的な木材生産が可能な仕組みを確立すると共に、木材利用を積極的に図ること

が必要となる。 

 このような中、国においては、「日本再興戦略」「農林水産業・地域の活力創造プ

ラン」等において、林業の成長産業化を目指すとして、施業集約化を進めること等に

より、国産材の安定的、効率的な供給体制を構築するとしている。 

一方、本県においても、国の動向や関係者の意見等を踏まえつつ、林業・木材産

業の成長産業化、持続可能な森林経営の確立、森林の有する公益的機能の高度発揮を

目指し、平成２６年５月に「とっとり森と緑の産業ビジョン」を策定した。本ビジョ

ンでは、平成３２年度を目標年度と設定し施策を展開することとしている。 

 これらの状況をふまえ、作業道の整備、高性能機械の導入及び効率的な作業システ

ムの構築、集約化・提案型施業の促進等、効率的な林業生産活動のための生産基盤を

進め、森林経営の安定化と山村の活性化を図っていく必要がある。 

                              

 ２ 林業における経営及び雇用の動向 

 （１）林業労働力の現状 

 本県における林業労働者は、山村地域の過疎化・高齢化、林業生産活動の低迷、

雇用管理面での改善の遅れ等から減少してきていたが、森林や林業に対する価値

観の変化や林業現場で機械化が進んでいることなどから、近年若手の新規就業者

が増え女性の参入も進みつつある。平成２２年は６２０人（国勢調査：林業従事

者）で、うち３５歳未満の割合が２３％と６５歳以上の割合２１％を上回ってい

る。 

  一方、平成１５年度から国の「緑の雇用担い手育成対策事業」が、また、平成

２１年度から「鳥取県版緑の雇用支援事業」が実施されたことなどにより、森林

組合作業班、素材生産業者及び第３セクター等の林業事業体全体では、年間約５

０人程度の新規雇用者があるものの、早期退職が多いなど、定着率の向上のため
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鳥取県林業統計より 
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の対策が必要となっている。 

 また、建設業者からも林業への異業種参入が徐々に広がる傾向にあるが、新規

参入者は他産業からの転職者が大半であり、林業の知識、技能及び技術の習得に

よる職業能力の向上や新規学卒者の受け入れ体制の整備が急務となっている。 
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国勢調査より 

 

 （２）林業事業体等の経営の現状 

 森林施業の担い手は、雇用を行っている森林組合、素材生産業者等の林業事業

体及び林家（以下「事業主」という。）と、雇用を行っていない一人親方などで

ある。 

このうち、森林組合は、間伐作業を中心に林業の中核的担い手として活動して

おり、近年、林業生産活動の事業量が増加するとともに、皆伐・再造林の動きも

出始めている。 

 そのような中、林業労働者として中核となる作業員は育ちつつあるものの、熟

練した者が退職時期を迎え、高度な伐採技術の継承が円滑に行うことができてい

ないなどの問題を抱えている。 

 一方、素材生産業者の大部分は、小規模・零細な経営であり、経営の安定化の

ためには施業の集約化による事業量の安定的確保が不可欠となっている。 

  なお、事業主等の生産性向上を図るためには、まず第一に、安全な就労環境の

整備を行い、高性能林業機械等の導入による森林施業の機械化と、効率的な作業

システムの構築及び習得による作業の効率化と機械の稼働率の向上が必要である。 

 

 （３）林業労働者の雇用管理の現状 

  林業労働者の雇用管理の状況は、林業の特徴といえる作業の季節性、屋外作業

であることなどから、雇用が短期・臨時の場合や雇用関係も明確でない場合が見

受けられ、賃金の支払形態も依然として日給制及び日給・出来高併用制の比率が

高い。 
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賃金形態の現状 

項目 日給制 
日給･出来高

併用制 
月給制 計 

割合(%) 46  28  26  100 

調査対象 森林組合・民間事業体の２７事業体の林業従事者３８３名 

 

また、被服の貸与、休憩施設等の福利厚生は充実しているとは言い難い状況に

ある。さらには、労働災害の発生は、厳しい自然環境の下での作業であることな

どから、その発生率は全産業平均に比べて約１２倍（平成２６年度）と、極めて

高い状況にある。 

  このように、林業における雇用管理の現状は、徐々に整備されつつあるが、依

然として立ち後れている状況にある。 
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厚生労働省調べ 

 

 （４）林業労働力確保対策の現状 

 平成８年度に、「公益財団法人鳥取県林業担い手育成財団」（以下「財団」と

いう。）が「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づく、「林業労働力確

保支援センター」（以下「支援センター」という。）に指定されている。 

 財団では、新規就労に係る情報を県内外にホームページにより情報発信等する

ほか、首都圏や関西圏等における就労相談会、森林の仕事ガイダンス等での就労

支援相談を随時実施している。さらに、林業就業に関心のある者を対象として、

就労後のミスマッチ（早期退職）を防ぐため「林業体験研修」を実施している。 

このほか、農林系高校の生徒が林業の現場を体験するデュアルシステム（長期

のインターンシップ）の構築に向けて検討が行われており、地元の高校生の林業

への就職につながることが期待されている。 

(公財)鳥取県林業担い手育成財団調べ 
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第２章 林業労働力の確保の促進に関する方針 

 

 １  基本計画の期間 
     本計画の期間は平成２８年度から平成３２年度とする。 

 

 ２  林業労働力の確保の目標 

 （１）林業労働力の確保の目標 

 林業・木材産業が成長産業として飛躍することを目指した県のビジョンの目標

を達成するためには、林業労働者の確保・育成が重要である。 

 このため、林業労働者数については、集約化の取り組みや高性能林業機械の導

入などによる収入間伐の促進に伴う新規雇用で、年間６０名程度（非正規から林

業への正規雇用に転換１０名を含む）の雇用の確保を目標とする。 

 今後も一定程度の離脱者の発生や高齢者のリタイアも進むと思われるため、継

続した雇用促進施策が必要である。 

 

 

 （２）林業労働力確保の方針 

  林業労働力の確保のためには、以下の点に重点的に取り組む必要がある。 

・新規就労者の雇用促進及び労働条件の改善。 

・安定的な木材供給を支える生産管理能力の向上。 

・持続的な森林経営に関する高度な知識の習得。 

・熟年労働者の技術の若年労働者等への継承等。 

 また、林業労働者のみならず、いわゆる自伐林家などの林家の後継者等として

新たに林業に従事する者についても林業の担い手として確保していく必要がある。 

 今後、事業主は立ち後れた雇用管理を早急に改善すると共に事業量の安定的確

保、高性能林業機械の導入及びその活用のための作業道の整備等による作業の効

率化を進めるとともに、自然環境豊かな職場環境を活かして、安全・安心で魅力

ある職場として林業労働力の受け皿となっていくことが必要である。 

  このため、支援センターを中核とし、林業関係者の協力・連携を得ながら本基

本計画に示す林業労働力の確保の目標に向けて、より安全な環境を創出するなど

雇用管理の改善と事業の合理化に一体的に取り組む意欲と能力のある事業主がた

てる改善計画を知事が認定し、認定を受けた事業主に対して効果的に支援措置を
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実施し、林業労働力の確保を図ることとする。  

 

第３章  事業主が一体的に行う労働環境の改善その他の雇用管理の改善及び森林施業の機

    械化その他の事業の合理化を促進するための措置に関する事項 

  

 １ 事業主が一体的に行う労働環境の改善その他の雇用管理の改善に関する目標 

 （１）雇用管理体制の充実 

  雇用管理の改善を図るためには、その前提として、事業所において雇用管理体

制を確立することが不可欠である。 

  このため、常時５人以上の労働者を雇用する事業所においては、雇用管理者を

選任し、雇用関係の明確化、福利厚生制度の充実、計画的な教育訓練の実施等を

推進する。 

 

 （２）雇用関係の明確化 

  書面による明確な雇用契約がなされない場合、林業労働者としての立場が不明

確になり、社会・労働保険の適用、退職金共済の加入等が妨げられ、林業労働者

に対して不利益であるばかりでなく、種々の雇用を巡るトラブルの原因となりか

ねない。 

 このため、事業主は、林業労働者の雇い入れに際し、事業主の氏名または名称、

雇用期間等を記した労働条件通知書の交付の徹底を図る。 

 

 （３）雇用の安定化 

  林業労働は、就業期間、作業時期が間断的なため、就業が不安定であり、雇用

の通年化は進んでいない。 

 このため、事業量の安定的確保と相まって林業労働者の常用化・月給制により

林業労働者の定着を推進し、将来にわたる労働力の安定確保を図る必要がある。 

  特に、若年者の参入を促すため、冬場対策を含め通年雇用化を促進する。 

 

 （４）労働条件の改善 

  魅力ある職場とするため、労働時間の短縮及び有給休暇の付与を推進するとと

もに、賃金等について労働条件の改善を図る。 

 特に、若年者の採用に当たっては、月給制を基本とした給与体系の採用を推進

する。 

 

 （５）社会・労働保険等の適用 

  林業労働者の社会保障を充実するために、社会保険（健康保険、厚生年金）、

労働保険（労災保険、雇用保険）への加入を推進する。 

 また、林業退職金共済制度、中小企業退職金制度、林業労働者共済年金制度等

への加入を推進し、福利厚生面の充実を図る。 
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 （６）労働安全衛生の確保 

 林業作業は、厳しい自然環境の下、危険を伴う作業であることから、労働災害

の発生が多く、このことが若年者等の新規参入を困難にしている一因となってお

り、労働災害の防止を図ることは重要な課題である。 

  このため、路網の整備による作業現場へのアクセス改善や、林業・木材製造業

労働災害防止協会鳥取県支部等との連携によりリスクアセスメントを通じた作業

方法の改善、高性能林業機械の導入促進及び当該機械を用いた安全な作業の実施

による労働強度の軽減、安全衛生管理体制の整備、チェーンソー防護衣等の着用

の徹底や「とっとり森林緊急通報カード」の運用などの安全衛生教育の実施等を

推進する。 

 また、振動機械の使用による障害を防止するため、操作時間の徹底、低振動機

械の導入、特殊健康診断の実施、また、蜂刺され災害を防止するための対策を積

極的に推進する。 

 さらに、労働災害が発生した場合は、同種の災害の発生防止の教訓となるよう、

災害が発生した場合、事業体はその状況等について県及び関係機関に報告し、県

等は安全対策を周知していく。 

 

目立つ配色が 

視認性に優れたチェーンソー防護服       視認性を高め近接事故を防ぐ 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

           

とっとり森林緊急通報カード 
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 （７）募集・採用の改善 

  新規参入者を獲得していくために、林業労働者の募集・採用に当たって、適正

な求人条件を設定するとともに、非正規から林業への正規雇用が図られるよう採

用の改善を推進する。 

 さらに、求職者へのアピール度を高めるため、支援センターによる委託募集の

活用及び、新たに林業に就業を希望する者を対象にした県等が県内外で行う相談

会などの開催等による効果的な募集活動を推進する。                          

（８）福利厚生の充実 

  今後の林業における職場は、若手の新規就業者が増え女性の参入も進みつつあ

ることから、林業労働者の心身の負担軽減、充足感、働きがいを感じられる快適

な職場環境、安全・安心で働きやすい職場環境としていくことが望まれる。 

 このため、被服貸与制度、保健施設、更衣室、休憩施設等福利厚生施設の設置

等を推進する。 

 （９）教育訓練の充実 

 安全・安心の実現のために、日常の業務を通じて必要な知識、技能又は技術を

身につけさせる教育訓練（ＯＪＴ研修）、及び日常の業務から離れて講義を受け

る研修等により必要な知識、技能及び技術を身につけさせる教育訓練の計画的な

実施に努める。 

 

 ２ 事業主が行う森林施業の機械化その他の事業の合理化に関する目標 

 （１）生産性の向上 

  生産性の向上を図るためには、高性能林業機械等の普及による森林施業の機械

化の促進が不可欠であるが、これは労働強度の軽減、労働安全衛生の確保等にも

資するものである。 

 このため、補助事業や林業・木材産業改善資金等による林業機械の導入促進な

どによる高性能林業機械の活用、路網と高性能林業機械を組み合わせた低コスト

作業システムの整備及び人材の育成を推進する。   

 

 （２）林業労働者のキャリア形成支援 

  森林施業効率の向上、林業の機械化促進のためには、必要な知識・技能・技術

を習得した優秀な林業労働者を育成することが必要である。 

  新規就労者に対しては林業就業に必要な基本的な知識や技術・技能の習得に関

する研修を促進する。 

 一定程度の経験を有する者の教育訓練として、作業システムや路網の設計、生

産管理及び林業機械整備等の生産性の向上に必要な知識や技術・技能の習得に関

する研修、「鳥取式作業道」を開設する技能を有する者や、今後作業現場の奥地

化や急傾斜地での作業が見込まれることから、タワーヤーダ等架線系機械のオペ

レーターの養成研修等を推進する。 

 複数の現場管理者を統括する者への教育訓練として、利害関係者との合意形成

や事業計画の作成等、持続可能な森林経営に必要な知識や技術・技能の習得に関

する研修を推進する。 
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先進林業国オーストリアの先進機械 

（タワーヤーダ＋ハーベスタのコンビマシン） 

  

 

（３）経営体質の強化 

  事業主が雇用の改善を進めるためには、経営体質の強化が不可欠であり、事業

量の安定的確保、冬場対策を含め経営の多角化や異業種との連携等が必要となる。 

 このため、森林施業プランナーの育成等を進め、森林所有者に対する森林施業

の長期委託等による森林経営計画の作成を推進するとともに、経営体質の強化に

向けた外部人材（大学教授、中小企業診断士等による施業・経営診断等）の受け

入れを推進する。 

 

 ３ 事業主が一体的に行う労働環境の改善その他の雇用管理の改善及び森林施業の機

械化その他の事業の合理化を促進するための県の施策 

 県は、林業事業体等の雇用管理の改善のために財団が行なう施策（雇用管理者の選

任・労働条件通知書の交付に関する普及啓発、モデルとなる事業体の選定及び雇用改

善アドバイザーによる指導、社会保険等の加入の促進など）を支援する。 

  あわせて、労働環境の改善や森林施業の機械化その他の事業の合理化のために、中

小企業診断士など外部人材を活用した経営診断や各種研修の実施、林道等の林業生産

基盤の整備並びに機械の導入のための融資事業、林業・木材産業改善資金による福利

厚生施設の導入等の資金制度などの施策を推進する。 

 また、林業労働災害の情報の収集を図り、関係者を集めて労働安全衛生の連絡会議

を開催するとともに、安全大会や研修会等を通じ災害の防止に向けて周知を図る。 
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第４章 新たに林業に就業しようとする者の林業技術の習得その他の就業の円滑化のため

    の措置に関する事項 

 

 １  新たに林業に就業しようとする者の林業技術の習得その他の就業の円滑化に関す

る目標 

  事業主に新たに雇用される者と併せて、自伐林家などの林家の後継者として新たに

林業に就業しようとする者についても、将来の林業の担い手としてその確保・育成に

努めることが重要である。 

 このため、これらの者が円滑に就業するために必要な技術、技能及び資格又は経営

方法等を実地に習得するための支援を行うとともに、事業主に新たに雇用される県外

者への移住定住情報の提供等、就業予定者の事前活動がスムーズに行えるよう支援を

行う。 

 

 ２ 新たに林業に就業しようとする者の林業技術の習得その他の就業の円滑化のため

に実施する施策 

 新たに林業事業体への就業を希望している者に対しては、「鳥取県版緑の雇用支援

事業」（トライアル雇用研修、フォレストワーカー研修、農林水産コラボ研修）の活

用や、新たに就業に必要な技術の習得、研修等に必要な経費及び移転等に必要な経費

について貸し付ける「林業就業促進資金」制度の利用を促す。 

  また、支援センターを通じて行なわれる、林業体験研修会等の実施、雇用情報の提

供、委託募集の実施等の施策により、就業の円滑化を図ることとする。       
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第５章 その他林業労働力の確保の促進に関する事項 

   

 １  支援センターの業務  

    林業労働力の確保の促進を図るため支援センターが行う業務は、次のとおりとする

 （１）林業労働者の募集活動の実施 

  認定事業主の委託を受けて、林業労働者の募集活動を実施する。 

 

 （２）林業労働者等の養成 

  基幹となる林業労働者、雇用管理者等の技術・技能・知識の向上を図るための

研修を実施する。 

 また、高度な伐採技術などを継承するため、優れた知識・技能を有する林業技

術指導師を養成するための研修を実施するとともに、林業技術指導師の活躍の場

を検討する。 

 

 （３）林業就業促進資金の貸付け 

  林業技術、経営方法等を習得するための研修、住居の移転等就業の準備に必要

な資金を、新たに林業に就業しようとする者及び認定事業主に対して貸し付ける。 

 

 （４）調査研究、啓発活動及び相談 

  雇用管理の改善及び事業の合理化のための調査研究、情報の収集・提供、指導

員等による経営相談等を実施する。 

 

 （５）その他 

 その他林業労働力の確保のために必要とする事業を実施する。 

 

 ２ 支援センターに対する協力 

 支援センターがその目的を達成するために、県、市町村及び林業関係団体が一致協

力してその活動を支援していく。 

 


